
  

 

 

 

 

 

     
          
          
          
           

          
          
          
         
          
          
            
          
          
       
           
          
            
          
          
    

 

  

 

 

  

 

 

 

  

 

  

 

  

  

第３ 委員会等の概況 

26 地方創生に関する特別委員会

【第 208回国会】

（ 1）委員名簿（ 40人）

委員長 石田 真敏君 自民
理 事 小林 茂樹君 自民 理 事 坂本 哲志君 自民
理 事 谷川 弥一君 自民 理 事 永岡 桂子君 自民
理 事 白石 洋一君 立民 理 事 福田 昭夫君 立民
理 事 守島 正君 維新 理 事 輿水 恵一君 公明

井原 巧君 自民 今枝 宗一郎君 自民
今村 雅弘君 自民 国定 勇人君 自民
小島 敏文君 自民 小森 卓郎君 自民
斎藤 洋明君 自民 田野瀬 太道君 自民
谷川 とむ君 自民 土屋 品子君 自民
中川 郁子君 自民 中野 英幸君 自民
野中 厚君 自民 藤丸 敏君 自民
三谷 英弘君 自民 宮路 拓馬君 自民
保岡 宏武君 自民 和田 義明君 自民
おおつき紅葉君 立民 坂本 祐之輔君 立民
田嶋 要君 立民 堤 かなめ君 立民
緑川 貴士君 立民 森田 俊和君 立民
阿部 司君 維新 沢田 良君 維新
住吉 寛紀君 維新 中川 宏昌君 公明
福重 隆浩君 公明 西岡 秀子君 国民
高橋 千鶴子君 共産

（ 2）設置の目的

地方創生に関する総合的な対策を樹立するため

（ 3）議案審査

付託された議案は内閣提出法律案２件で、審査の概況は次のとおりである。

構造改革特別区域法の一部を改正する法律案（内閣提出第 27号） 

○ 要旨

経済社会の構造改革を推進するとともに地域の活性化を図るため、職業能力開発短期

大学校における高度職業訓練を修了した者の大学への編入学に係る学校教育法の特例措

置及び国立大学法人の所有する土地等の貸付けに係る国立大学法人法の特例措置の追加

等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果

可決 
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○ 審査経過

提出日 

令和  

 4.  2.18

衆・本会議

趣旨説明

衆・委員会

付託日 

3.  9  

趣旨説明

3.10 

質疑 

3.16  

議決日 

結 果 

3.16 

可決 (多 ) 
(賛 -自民・立民・維新・

公明・国民) 

(反-共産)  

 

  

衆・本会議

議決日 

結 果 

3.17 

可決 

参・委員会 

議決日 

結 果 

地方 
デジタル特

5.20 
可決  

参・本会議

議決日 

結 果 

5.25 

可決  

公布日 

番 号 

6.  1 

法 58号

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律案（内閣提出第 51号）（参議院送付） 

○ 要旨

地域の自主性及び自立性を高めるための改革を総合的に推進するため、地方公共団体

等の提案等を踏まえ、都道府県から指定都市への事務・権限の移譲を行うとともに、地

方公共団体に対する義務付けを緩和する等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果

可決 

○ 審査経過

提出日 

参 
令和  

 4.  3.  4

衆・本会議

趣旨説明 

衆・委員会

付託日 

4.27  

趣旨説明 

4.28

質疑 

5.12  

議決日 
結 果 

5.12 

可決 (全 ) 
(賛 -自民・立民・維新・

公明・国民・共産)  
 

 

衆・本会議

議決日 
結 果 

5.13 
可決 

参・委員会 

議決日 
結 果 

地方 

デジタル特
4.13 
可決  

参・本会議

議決日 
結 果 

4.15 
可決  

公布日 
番 号 

5.20 
法 44号  

（ 4）国政調査

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

○ 主な質疑内容

・ デジタル田園都市国家構想の位置付け及び取組方針

・ デジタル田園都市国家構想とスーパーシティ構想との関係

・	 教育の機会均等のためにデジタル田園都市国家構想の観点から国が果たすべき役

割

・ これまでの地方創生の取組の評価

・ 東京一極集中の是正及び地方への移住の定着に向けた取組

・	 第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略における地方・東京圏の転出入均衡の目

標年度を延期した原因

・ 生産年齢人口の減少への対策として実施してきた政策とその成果

・	 企業版ふるさと納税を活用したサテライトオフィスの整備及び移住者の住宅確保

の具体的な取組

・ 地方創生の観点からの地域医療の在り方

・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の使途及びその評価
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第３ 委員会等の概況 

【第 209回国会】

（ 1）委員名簿（ 40人）

委員長 石田 真敏君 自民
理 事 小林 茂樹君 自民 理 事 坂本 哲志君 自民
理 事 谷川 弥一君 自民 理 事 永岡 桂子君 自民
理 事 白石 洋一君 立民 理 事 福田 昭夫君 立民
理 事 守島 正君 維新 理 事 輿水 恵一君 公明

井原 巧君 自民 今枝 宗一郎君 自民
今村 雅弘君 自民 国定 勇人君 自民
小島 敏文君 自民 小森 卓郎君 自民
斎藤 洋明君 自民 田野瀬 太道君 自民
谷川 とむ君 自民 土屋 品子君 自民
中川 郁子君 自民 中野 英幸君 自民
野中 厚君 自民 藤丸 敏君 自民
三谷 英弘君 自民 宮路 拓馬君 自民
保岡 宏武君 自民 和田 義明君 自民
おおつき紅葉君 立民 坂本 祐之輔君 立民
田嶋 要君 立民 堤 かなめ君 立民
緑川 貴士君 立民 森田 俊和君 立民
阿部 司君 維新 沢田 良君 維新
住吉 寛紀君 維新 中川 宏昌君 公明
福重 隆浩君 公明 西岡 秀子君 国民
高橋 千鶴子君 共産

（ 2）設置の目的

地方創生に関する総合的な対策を樹立するため

（ 3）議案審査

付託された議案はなかった。
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【第 210回国会】

（ 1）委員名簿（ 40人）

委員長 橋本 岳君 自民

理 事 今枝 宗一郎君 自民 理 事 坂本 哲志君 自民

理 事 田中 英之君 自民 理 事 谷川 弥一君 自民

理 事 坂本 祐之輔君 立憲 理 事 湯原 俊二君 立憲

理 事 中司 宏君 維新 理 事 中川 宏昌君 公明


井原 巧君 自民 石田 真敏君 自民
今村 雅弘君 自民 大野 敬太郎君 自民
小寺 裕雄君 自民 小森 卓郎君 自民
斎藤 洋明君 自民 鈴木 隼人君 自民
谷川 とむ君 自民 土屋 品子君 自民
中川 郁子君 自民 中曽根 康隆君 自民
穂坂 泰君 自民 本田 太郎君 自民
宮路 拓馬君 自民 八木 哲也君 自民
保岡 宏武君 自民 渡辺 孝一君 自民
おおつき紅葉君 立憲 末次 精一君 立憲
堤 かなめ君 立憲 福田 昭夫君 立憲
緑川 貴士君 立憲 森田 俊和君 立憲
池下 卓君 維新 住吉 寛紀君 維新
守島 正君 維新 金城 泰邦君 公明
山崎 正恭君 公明 西岡 秀子君 国民
高橋 千鶴子君 共産

（ 2）設置の目的

地方創生に関する総合的な対策を樹立するため

（ 3）議案審査

付託された議案はなかった。

（ 4）国政調査

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

○ 主な質疑内容

・	 これまでの地方創生の取組の検証及び国と地方の在り方の見直しについての地方

創生担当大臣の見解

・ 民間主導・行政サポートの地方創生についての地方創生担当大臣の見解

・	 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の地方単独事業分に対する内

閣府の評価

・	 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用したＬＰガス料金支援

の事業化を地方公共団体に促す必要性

・ 地域の特徴を生かしたデジタル田園都市国家構想の進め方

・ デジタル田園都市国家構想を Beyond５Ｇ推進戦略と併せて推進していく必要性

・	 小規模自治体がデジタル田園都市国家構想推進交付金を活用できるよう支援体制

を整備する必要性
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第３ 委員会等の概況 

・	 民間事業者等の施設整備をデジタル田園都市国家構想交付金の支援対象とする必

要性

・ マイナンバーカードを活用した将来的な行政サービス提供の在り方

・ 地域活性化の観点から小中学校・高等学校の今後の在り方を検討する必要性

（ 5）参考人

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和  

 4.11.17 
日本郵政株式会社常務執行役 立林  理君 地方創生の総合的対策に関する件 
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